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コ ー ド 番 号 ６９１８                                  本社所在都道府県  東京都 
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代    表    者 代表取締役社長 嶋 村  清             
問合せ先責任者 総務部ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｼﾞｬｰ  大関拓夫                  ＴＥＬ(０４２)７３２－１０００ 
決算取締役会開催日 平成 15 年 11 月 18 日 
米国会計基準採用の有無   無 
 
１．15 年 9 月中間期の連結業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日) 
(1)連結経営成績            （注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
 売 上 高 営業利益 経常利益 
 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

      百万円   ％ 
   2,818  (  17.6) 
   2,396  (△22.7) 

      百万円   ％ 
     115  (    －) 
  △  97    (    －) 

    百万円   ％ 
     133  (    －) 
  △  78  (    －) 

15 年 3 月期    4,690  (△ 8.0)    △ 154  (   － )   △ 115   (   － ) 
 
 

中間（当期）純利益 
1 株当たり中間 
（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
1 株当たり中間（当期）純利益 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

     百万円   ％ 
     101  (  － ) 
  △  93  (  － ) 

    円 銭 
      13 18 
  △  11 73 

        円 銭 
       13   17 
       －   － 

15 年 3 月期   △ 245  (   －)   △ 30 82       －   － 
(注)1.持分法投資損益  15 年 9 月中間期 －百万円  14 年 9 月中間期 －百万円  15 年 3 月期 －百万円 
  2.期中平均株式数（連結）15 年 9 月中間期 7,729,879 株 14 年 9 月中間期 7,991,229 株 15 年 3 月期 7,950,376 株 
  3.会計処理の方法の変更     無 
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期（対前年期）増減率。 

(2)連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

百万円 
   8,096 
   7,355 

百万円 
   6,242 
   5,954 

％ 
    77.1 
    80.9 

円  銭 
    828 94 
    752 73 

15 年 3 月期     7,334    6,041     82.4     763 91 
(注)期末発行済株式数（連結）15 年 9 月中間期 7,530,478 株 14 年 9 月中間期 7,910,478 株 15 年 3 月期 7,908,778 株 
 

 (3)連結キャッシュ・フローの状況 
   営業活動による 

キャッシュ・フロー 
  投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
 期   末   残   高 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

百万円 
    △ 17 
      39 

百万円 
      70 
   △ 42 

百万円 
   △144 
   △109 

百万円 
    874 
    612 

15 年 3 月期      403    △ 55    △106     966 
 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数  １社   持分法適用非連結子会社数  該当事項はありません。 
持分法適用関連会社数    該当事項はありません。 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 該当事項はありません。 
 
２． 16 年 3 月期の連結業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

百万円 百万円 百万円 

通  期 6,000     300     210 
 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     27 円 89 銭 

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後、様々
な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想の前提につきましては、添付資料の 6 ペー
ジをご参照ください。 



１．企 業 集 団 の 状 況 

 

当企業集団は、当社及び連結子会社 1 社で構成され、営んでいる主な事業は、自社製品である組込

みモジュール、画像処理モジュール、計測通信機器の製造・販売並びに受注製品である半導体製造装

置関連機器、産業用制御機器、計測機器の製造・販売を主な内容とし、更に各事業に関連する開発等

の事業を展開しております。 

当企業集団の事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

（自 社 製 品） 

連結子会社である㈱アバール長崎へ製造委託したのち製品の供給を受けております。販売につ

いては㈱アバール長崎は九州地区の販売代理店として販売を担当しております。 

（受 注 製 品） 

当社が主に開発、製造販売を行なっており、主要株主である㈱ニコン及びその関係会社、その

他の顧客に販売しております。 

 

以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。 

 

 
 

 

  自社製品  得 意 先 
 
 

   受 注 製 品 
   その他の得意先 

  主要株主 ㈱ニコン 
㈱ニコンの関係会社 

 

製 

品 

 

製 

品 

             ㈱    ア    バ    ー    ル    デ    ー    タ 

             自   社   製   品        受  注  製  品 

 製品加工 

 製造委託 
   連 結 子 会 社 

  ㈱ ア バ ー ル 長 崎 

連結子会社は次のとおりであります。 
連結子会社 
  ㈱ ア バ ー ル 長 崎    電子機器の開発・製造・販売 
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２．経  営  方  針    
 

（1）経営の基本方針 
当社グループは、今後の事業活動の方向性を明確にするために策定しました企業コンセプト
（AAAAdvanced VVVValue CCCCreator＝明日の夢を知恵と一歩先ゆく技術でかなえる企業）を企業活動の中核に
置き、継続的なＡＡＡＡ’value’value’value’valueの追求に努め、常にお客様に必要な価値のある製品とサービスを提供し、
長期的な発展のできる企業構造の確立に取り組んでおります。 
そして品質保証システムＩＳＯ９００１に則り、自らの品質方針（お客様の信頼と満足を得る製品
を提供する）を遵守し、さらに、地球環境保全に対しては環境マネージメントシステムＩＳＯ１４０
０１の精神を理解し企業の社会的責任を果たす企業活動を続けてまいります。 
 

（2）利益配分に関する基本方針 
当社は株主への利益還元を経営の最重要施策の一つと考え、継続的な安定配当を目指すと共に企業
体質の強化および積極的な事業展開のために必要な内部留保の充実に努めております。 
内部留保金につきましては、経営体質の強化とともに新事業の展開、新製品の開発投資に活用し、
更なる企業価値の向上に努めてまいります。 
当社は 6 月に開催された定時株主総会において、普通株式 40 万株、取得価額の総額 1 億 2 千万円を
上限とする自己株式の取得を決定し、結果、37 万 8 千株の買付けを行い、同総会決議において、当社
の業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高めると共に、株主を重視した経営を一層推進することを
目的とし、当社の取締役および従業員のうち当社規定の管理職の地位を有する者に対してストックオ
プションを導入いたしました。 
また、株式会社アクセルとの事業の協同展開を継続的に推進する目的として、160,000 株の自己株
式処分を行うことを、本日、11 月 18 日に決議いたしております。 
 

（3）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 
当社は、株式市場での流動化や、より広範な投資家の参加を促す観点から投資単位の引下げは有効
な施策の一つと考えております。しかしながら、当社株式におきましては、中間期末時点で日本証券
業協会が投資単位の引下げの目安と示しております“投資単位50万円以上”の基準を下回る水準であ
ります。 
本件につきましては、当社株価が長期にわたり継続的に現在の水準を大幅に上回る状況になった場
合にて検討をいたしたいと考えております。 
 

（4）目標とする経営指標 
当社グループが目標とする経営指標は、 
1. 売 上 高 経 常 利 益 率：目  標    8％（平成15年3月期 △2.5％） 
2. 自 己 資 本 比 率：目  標   90％（平成15年3月期  82.4％） 
の２指標であります。 
当社グループは、株主価値の増大を経営の最重要課題としており、付加価値の高い製品の開発を目
指し収益の安定確保を指向しております。また、当社グループの主たる市場である半導体製造装置業
界は、特有の急激な需要変動が生じやすいため、このような経営環境に対応すべく強固な財務体質の
維持を目標としております。 
 

（5）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 
当社グループは、最大事業分野である半導体製造装置分野及び産業用制御機器分野においては、引
き続き積極的に経営資源を投入し自社技術を生かした提案型の営業展開を行います。また、画像処理
及び計測通信関連の事業分野におきましては、従来からの製品群に加え、新画像処理ＬＳＩを搭載し
た画像処理モジュール群及び超高速通信モジュール群の開発、投入によりシリーズの充実を図るとと
もに、これらを今後の基盤事業として確立させることを目指します。 
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そして、主たる市場である半導体製造装置業界特有の急激な需要変動のなかで、これに対応するた
めに毎年、中期経営計画を策定し中長期的な展望のもと、経営資源の有効活用等により経営の効率化
を行い、収益の回復及び財務状況の改善を図り企業の体質の強化に努めます。 
 

（6）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 
当社は、企業倫理の重要性を認識し、経営の健全性の向上を図ることを目的として、より一層の株
主価値を重視したコーポレート・ガバナンスの構築に取り組んでおります。 
（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 
取締役会は4名で構成しており、従来より少数の取締役による迅速な意思決定と取締役会の活性化を
目指すとともに、取締役相互の経営監視とコンプライアンスの徹底をはかってまいりました。 
また当社は監査役制度を採用しております。監査役4名のうち2名は社外監査役であり、常勤監査役
に加え社外監査役も取締役会に出席し、適宜意見の表明を行い、企業集団の状況の把握及び監査の充
実をはかってまいりました。今後とも監査役制度採用会社として、取締役の業務の執行につき、監督
を徹底できるよう務めてまいります。 
また必要な会社情報の提供につきましては、ホームページ等を通じて公正な適時開示に努めており
ます。 
なお、監査法人である監査法人トーマツからは、コーポレート・ガバナンス制度の充実などについ
ても、適宜アドバイスを受け通常の会計監査も公正に行われております。 
そして顧問契約を締結している顧問弁護士よりも、必要に応じてアドバイスを受けております。 
 

３．経営成績及び財政状態 
 

（1）経営成績 
当中間連結会計期間におけるわが国経済は、昨年度に比して、輸出関連産業及び株価などに若干の
回復感はあるもののデフレ傾向の持続による収益は低迷し、一部の企業を除き復調感に乏しく、個人
においては継続する厳しい雇用情勢や所得環境などにより個人消費は低迷を続けております。また現
在もデフレ傾向の持続、米国景気の先行き不安、中国製品の国内市場への侵食及び製造業の海外移転
による国内産業の空洞化など、景気の先行きについては、回復基調感がありつつも依然不透明な状況
であります。 
一方、当社グループをとりまく半導体製造装置業界におきましては、半導体市場を牽引してまいり
ました携帯電話、パソコン、ゲーム機などの情報技術関連機器の市況は下げ止まり、デジタルカメラ、
ＤＶＤ等のデジタル民生機器の需要増や、大手半導体メーカーにおいての事業再編成も落ち着き、設
備投資は僅かながら復調の兆しが見えてきております。しかしながらこれらは一部の工程を中心とし
ており半導体製造装置全般には至っておりません。この影響により当社グループも半導体製造装置業
界関連の受注は顧客別に回復感の差はありますが、業績は期初計画を若干上回る水準で推移しており
ます。 
このような状況のもと、当社グループは業績の改善を目指し、前期からの固定費削減効果を維持し
ながら、当面の需要状況に的確に対応するために変動費の有効活用に努め、また、高採算の自社製品
拡販に注力しました。 
その結果は、売上高 2,818百万円（前年同期比 17.6％増）、経常利益 133百万円（前年同期は 
78百万円の損失）、中間純利益 101百万円（前年同期は93百万円の損失）となりました。 
当中間連結会計期間における品目別の売上高の状況は次のとおりであります。 
[自社製品 組込みモジュール] 
当該品目のＶＭＥ規格によるモジュールについては、主要顧客は回復基調になりましたが、時代

の趨勢により除々にＣｏｍｐａｃｔ ＰＣＩ規格モジュールへの移行が進み売上は微増となりまし
た。Ｃｏｍｐａｃｔ ＰＣＩ規格によるモジュールについては、主要顧客の回復及び拡販に努め売上
は大幅に増加しましたため、組込みモジュール全体としての売上高は増加となりました。 
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その結果は、売上高 444百万円（前年同期比 46.9％増）となりました。 
[自社製品 画像処理モジュール] 
当該品目は、当社グループの戦略事業の一つとして位置づけ、高性能・低価格を目指して自社開

発した画像処理ＬＳＩを搭載したＰＣＩバス規格、Ｃｏｍｐａｃｔ ＰＣＩ規格の画像処理モジュ
ール群を、お客様のニーズに対応して積極的に開発を行い拡販に努め、売上高は大幅に増加いたし
ました。 
その結果は、売上高 230百万円（前年同期比 91.3％増）となりました。 
[自社製品 計測通信機器] 
当該品目は、ネットワーク監視装置（ＮｅｔＤＯＣシリーズ：ＬＡＮ／ＷＡＮ対応）に加え、超

高速シリアル通信モジュール「ＧｉＧＡ ＣＨＡＮＮＥＬシリーズ」の新製品開発／販売に注力し
ました。 
また、ＣＴＩ分野の製品として、電話回線・内線回線・ＬＡＮに対応した「音声／ＦＡＸ応答モ

ジュール：ＣＴＶ／ＣＴＦ・ＣＴＩ・ＣＴＬシリーズ」につきましては、新製品ＣＴＬ５２３
（ISDN1500／IP 電話対応）を発売し、拡販に注力しました。 
その結果は、売上高 168百万円（前年同期比 30.8％増）となりました。 
[受注製品 半導体製造装置関連] 
当該品目は、半導体製造装置の市況全般の需要は下げ止まりましたが、工程別（前工程、後工
程）での回復基調の温度差及び主要顧客の在庫調整等の影響で受注高、売上高ともに減少いたしま
した。 
その結果は、売上高 1,018百万円（前年同期比 15.2％減）となりました。 

 [受注製品 産業用制御機器] 
当該品目は、各種の産業用装置、分析機器等の特注制御装置の設計及び製造を行い特機製品とし

て提供しておりますが、経済環境の大きな影響はありませんが売上高はわずかながら減少いたしま
した。 
その結果は、売上高 269百万円（前年同期比 8.5％減）となりました。 

[受注製品 計測機器] 
当該品目は、特注の各種計測機器のコントローラ、通信機器の特注製品の開発及び製造を行い特
機製品として提供しております。今年度は、電力計、医療用計測器などの新規の受注が加わり売上
高は大幅に増加いたしました。 
その結果は、売上高 568百万円（前年同期比 452.8％増）となりました。 
[商品 自社製品関連商品] 
当該品目は、自社製品の組込みモジュール、画像処理モジュール、計測通信機器の販売促進とシ
ステム販売による高付加価値化を図るためのソフトウェア及び付属の周辺機器販売を行っておりま
すが、それらはほぼ前年度並でした。しかし特注商品の売上が減少したことにより、当該品目全体
としての売上高は減少いたしました。 
その結果は、売上高 117百万円（前年同期比 52.1％減）となりました。 
 

（2）財政状態 
当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりとなります。 

 

項 目 
前中間連結会計期間 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 9 月 30 日 

当中間連結会計期間 
自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ   ３９ △ １７ ４０３ 
投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ ４２  ７０ △ ５５ 
財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ １０９ △ １４４ △ １０６ 
現金及び現金同等物の増減額 △ １１２ △ ９１ ２４１ 
現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ６１２ ８７４ ９６６ 



－ 6 －

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益、減価償却費の計上及び仕入債
務の増加等の増加要因を、売上債権及び未収入金の増加等の減少要因が上回ったことにより、17百
万円の減少（前年同期 39百万円の増）となりました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻、投資有価証券売却等といった増加要因
が、定期預金の預入や有形固定資産の取得等といった減少要因を上回ったことにより、70百万円の
増加（前年同期 42百万円の減）となりました。 
なお、当中間連結会計期間におけるフリー・キャッシュフローは、52百万円の増加（前年同期 2
百万円の減）であります。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得 119百万円及び配当金の支払等の減少要
因により、144百万円の減少（前年同期 109百万円の減）となりました。 
以上、営業活動、投資活動、財務活動によるキャッシュ・フローの集計より、現金及び現金同等
物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ、91百万円減少し、874百万円となりま
した。 
 

 (3) 通期の見通し 
今後の経営環境につきましては、不安定な国際情勢を反映して米、欧の景気減速傾向に加えて、

わが国経済も、株価の下げ止まり、一部の業種における企業業績の回復基調感はあるものの、個人
消費の低迷は継続し、今後の円高による輸出産業への影響、デフレ傾向の持続が懸念され、不良債
権処理問題においては前進の兆しが見え始めましたが金融システム不安の解消は今だ確実になって
おりません。 
また当社グループに関連の深い半導体製造装置関連の需要の回復に向けた明るい兆しが見えはじ

めましたが、当社グループをとりまく経営環境は、依然として厳しい状況が続くものと思われます。 
このような環境のもと、当社グループは引き続き半導体関連業界の動向に注目しながら市場のニ
ーズを的確にとらえ製品の開発、製造及び販売を推進いたします。 
また、自社製品においては、その中核をなす組込みモジュールのコスト競争力を高め、第２の営
業の柱である画像処理モジュールでは、新画像処理ＬＳＩを搭載したモジュールのシリーズ化によ
り市場での競争力アップを目指します。 
また通信分野では、ネットワーク監視装置（ＮｅｔＤＯＣシリーズ）において、新たなリモート

監視装置を下期から投入の予定であります。また、超高速通信モジュールＧｉＧＡ ＣＨＡＮＮＥ
Ｌの投入により新たな顧客開拓を目指し、ＣＴＩ分野においては「ＩＰ電話」への対応も図ってお
ります。 
このような状況のもと当社グループは、引き続き、コストダウン並びに品質の向上に努めるとと
もに、高付加価値型製品へ注力する一方、固定費、変動費及びその他のあらゆる経費の削減により
収益の回復を目指し、また期初に行った組織の再編成と、成果に基づく人事制度の活用により人材
の活性化を強力に推し進め、業務全般の効率化を行い経営体質の強化に努めます。 

連結業績見通し 
売上高     ６，０００百万円（前期比  ２７．９％増） 
経常利益         ３００百万円（前期比     － ） 
当期純利益       ２１０百万円（前期比     － ） 
単独業績見通し 
売上高     ４，０００百万円（前期比 ２１．４％増） 
経常利益       １６０百万円（前期比     － ） 
当期純利益      １７０百万円（前期比     － ） 
 
期末配当につきましては、一株当たり４円の配当を実施させていただく予定であります。 



４.中間連結財務諸表等

（1）中間連結貸借対照表

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成14年9月30日現在） （平成15年9月30日現在） （平成15年3月31日現在）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％
Ⅰ　流 動 資 産

1. 現 金 及 び 預 金 718,802 980,742 1,072,579
2. 受取手形及び売掛金 1,028,571 1,324,243 959,521
3. 有 価 証 券 24,804 10,030 24,925
4. た な 卸 資 産 1,467,285 1,297,056 1,273,234
5. 繰 延 税 金 資 産 47,129 69,680 37,363
6. 未 収 入 金 561,716 436,509 314,783
7. そ の 他 の 流 動 資 産 29,449 101,634 44,945
8. 貸 倒 引 当 金 1,594 891 1,250
流 動 資 産 合 計 3,876,166 52.7 4,219,005 52.1 3,726,102 50.8

Ⅱ　固 定 資 産
1. 有 形 固 定 資 産
(1) 880,623 825,728 851,629
(2) 1,481,199 1,471,599 1,481,199
(3) 283,500 243,202 258,736
有 形 固 定 資 産 合 計 2,645,323 36.0 2,540,531 31.4 2,591,565 35.3

2. 無 形 固 定 資 産 92,021 1.2 73,762 0.9 81,868 1.1
3. 投資その他の資産
(1) 388,793 1,194,284 789,420
(2) 286,884 18,033 84,269
(3) 67,550 52,640 63,051
(4) 1,423 1,423 1,455
投資その他の資産合計 741,804 10.1 1,263,534 15.6 935,285 12.8
固 定 資 産 合 計 3,479,150 47.3 3,877,828 47.9 3,608,720 49.2
資 産 合 計 7,355,316 100.0 8,096,834 100.0 7,334,823 100.0

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

　　　  　（単位：千円）

土 地

投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
その他の投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

建 物

その他の有形固定資産

△

期 別

科 目

△ △

△ △△
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　　 　　 （単位：千円）
前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成14年9月30日現在） （平成15年9月30日現在） （平成15年3月31日現在）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比
（負 債 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ　流 動 負 債
1. 支払手形及び買掛金 612,898 823,758 515,231
2. 未 払 法 人 税 等 23,099 34,182 2,334
3. 賞 与 引 当 金 101,328 108,570 74,110
4. そ の 他 の 流 動 負 債 77,971 138,535 95,611
流 動 負 債 合 計 815,297 11.1 1,105,046 13.7 687,286 9.4

Ⅱ　固 定 負 債
1. 繰 延 税 金 負 債 － 166,628 －
2. 退 職 給 付 引 当 金 133,137 151,126 142,526
3. 役員退職慰労引当金 115,301 80,798 122,116
固 定 負 債 合 計 248,439 3.4 398,553 4.9 264,643 3.6
負 債 合 計 1,063,736 14.5 1,503,600 18.6 951,930 13.0

（少数株主持分）
少 数 株 主 持 分 337,147 4.6 350,949 4.3 341,313 4.6

（資 本 の 部）

Ⅰ 2,354,094 32.0 2,354,094 29.1 2,354,094 32.1
Ⅱ 2,444,942 33.2 2,444,942 30.2 2,444,942 33.3
Ⅲ 1,249,617 17.0 1,176,447 14.5 1,098,292 15.0
Ⅳ　 41,147 0.6 439,466 5.4 197,643 2.7
Ⅴ 53,075 0.7 172,667 2.1 53,394 0.7

資　　本　　合　　計 5,954,432 80.9 6,242,284 77.1 6,041,579 82.4
7,355,316 100.0 8,096,834 100.0 7,334,823 100.0

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

自 己 株 式

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金

負 債 ､ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

期 別

科 目

期 別

科 目

△ △△ △
△ △

△ △
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（2）中間連結損益計算書
　（単位：千円）

自  平成14年 4月 1日

　　　科　目　　　　　　　　 至　平成15年 3月31日

金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比
％ ％ ％

Ⅰ　 2,396,885 100.0 2,818,808 100.0 4,690,444 100.0
Ⅱ　 1,837,937 76.7 2,087,912 74.1 3,590,775 76.6

558,948 23.3 730,895 25.9 1,099,668 23.4
Ⅲ 656,123 27.4 615,832 21.8 1,254,191 26.7

△ 97,175 4.1 115,063 4.1 △ 154,523 3.3
Ⅳ
1. 受 取 利 息 315 271 621
2. 受 取 配 当 金 5,387 7,576 5,446
3. 有 価 証 券 売 却 益 1,620 4,767 2,423
4. 仕 入 割 引 1,368 1,208 2,185
5. 賃 貸 収 入 2,379 1,990 4,574
6. 受 取 助 成 金 8,223 2,429 19,240
7. そ の 他 4,494 23,790 1.0 2,695 20,940 0.7 8,950 43,442 0.9

Ⅴ
1. 支 払 利 息 14 － 14
2. 有 価 証 券 評 価 損 5,074 2,661 4,543
3. そ の 他 214 5,303 0.2 219 2,880 0.1 214 4,773 0.1

△ 78,689 3.3 133,123 4.7 △ 115,853 2.5
Ⅵ　
1. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,812 391 2,154
2. 投資有価証券売却益 － 1,812 0.1 67,150 67,541 2.4 － 2,154 0.0

Ⅶ
1. 固 定 資 産 除 却 損 5,407 1,206 6,421
2. 固 定 資 産 売 却 損 － 1,785 －
3. 会 員 権 売 却 損 － － 454
4. 投資有価証券評価損 － － 1,764
5. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － － 31
6. 退 職 特 別 加 算 金 － － 63,674
7. 土 地 評 価 損 － 9,600 －
8. そ の 他 － 5,407 0.2 9 12,601 0.4 － 72,347 1.5
税金等調整前中間(当期)純利益(△損失) △ 82,284 3.4 188,064 6.7 △ 186,046 4.0

23,099 36,030 19,740
16,384 6,714 0.3 38,069 74,099 2.7 30,349 50,089 1.0

4,737 0.2 12,083 0.4 8,925 0.2
93,736 3.9 101,881 3.6 △ 245,061 5.2

営 業 外 収 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 費 用

特 別 利 益

中間（当期）純利益（△損失）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

自  平成14年 4月 1日
至　平成14年 9月30日

当中間連結会計期間

自  平成15年 4月 1日
至　平成15年 9月30日

特 別 損 失

法人税､住民税及び事業税

前中間連結会計期間

法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益

営 業 利 益 （ △ 損 失 ）

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

　　　　　 　期　別

 ( )  )(  )(

△

△ △ △

△

△

△

△

△

△

△
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（3）中間連結剰余金計算書
         （単位：千円）

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

（ 資本剰余金の部 ）

Ⅰ 2,444,942 2,444,942 2,444,942

Ⅱ 2,444,942 2,444,942 2,444,942

（ 利益剰余金の部 ）

Ⅰ 1,359,476 1,098,292 1,359,476

Ⅱ

1. 中 間 純 利 益 － － 101,881 101,881 － －

Ⅲ

1. 配 当 金 16,122 23,726 16,122

2. 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 93,736 109,859 － 23,726 245,061 261,184

Ⅳ 1,249,617 1,176,447 1,098,292

利 益 剰 余 金 増 加 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

至 平成15年 9月30日

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

至 平成14年 9月30日

利益剰余金中間期末（期末）残高

前連結会計年度の

要約連結剰余金計算書

自 平成14年 4月 1日 自 平成14年 4月 1日自 平成15年 4月 1日
当中間連結会計期間前中間連結会計期間

至 平成15年 3月31日

利 益 剰 余 金 減 少 高

( ) ( )

期 別

科 目
( )
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（4）中間連結キャッシュ・フロー計算書
　　　　　          　（単位：千円）

                     　   期　　　別
　　　  科     　目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ－
税金等調整前中間(当期)純利益(△損失) △ 82,284 188,064 △ 186,046
減 価 償 却 費 81,339 70,026 165,746
賞与引当金の増減額（減少：△） 19,568 34,460 △ 7,650
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 5,703 △ 7,848 △ 6,068
受 取 助 成 金 △ 8,223 △ 2,429 △ 19,240
支 払 利 息 14 － 14
役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） 6,816 △ 41,318 13,631
退職給付引当金の増減額（減少：△） 22,262 8,599 31,651
固 定 資 産 除 却 損 5,407 1,206 6,421
固 定 資 産 売 却 損 － 1,785 －
土 地 評 価 損 － 9,600 －
有 価 証 券 売 却 益 △ 1,620 △ 4,767 △ 2,423
有 価 証 券 評 価 損 5,074 2,661 4,543
投 資 有 価 証 券 評 価 損 － － 1,764
投 資 有 価 証 券 売 却 益 － △ 67,150 －
会 員 権 売 却 損 － － 454
退 職 特 別 加 算 金 － － 63,674
売上債権の増減額（増加：△） △ 126,189 △ 364,722 △ 57,139
たな卸資産の増減額（増加：△） △ 36,817 △ 23,821 157,234
未収入金の増減額（増加：△） △ 107,358 △ 121,725 137,393
仕入債務の増減額（減少：△） 293,920 310,116 198,616
未払消費税等の増減額（減少：△） △ 13,778 10,431 △ 9,391
そ の 他 △ 29,055 △ 34,303 △ 33,397

小　　　計 23,371 △ 31,137 459,791
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 5,717 7,839 6,102
助 成 金 の 受 取 額 8,223 2,429 19,240
利 息 の 支 払 額 △ 14 － △ 14
退 職 特 別 加 算 金 の 支 払 額 － － △ 63,674
法 人 税 等 の 還 付 額 32,540 8,321 32,540
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 30,623 △ 4,990 △ 50,504

営業活動によるキャッシュ・フロー 39,215 △ 17,536 403,480
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 114,000 △ 112,000 △ 126,000
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 112,000 112,000 124,000
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 － 15,000 －
投資有価証券の取得による支出 △ 8,772 － △ 26,634
投資有価証券の売却による収入 － 68,400 18,837
有形固定資産の取得による支出 △ 5,631 △ 18,741 △ 23,829
有形固定資産の撤去による支出 △ 11,000 － △ 11,000
無形固定資産の取得による支出 △ 20,408 △ 3,746 △ 24,413
出 資 金 の 分 配 に よ る 収 入 4,100 6,660 11,500
会 員 権 の 売 却 に よ る 収 入 － － 2,095
そ の 他 1,645 2,859 △ 191

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 42,066 70,431 △ 55,635
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（減少：△） △ 40,000 － △ 40,000
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 50,247 △ 119,273 △ 50,565
配 当 金 の 支 払 額 △ 16,691 △ 23,206 △ 13,290
少数株主への配当金の支払額 △ 2,250 △ 2,250 △ 2,250

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 109,188 △ 144,729 △ 106,106
Ⅳ △ 112,039 △ 91,834 241,738
Ⅴ 724,868 966,607 724,868
Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 612,829 874,772 966,607

現金及び現金同等物の増加額(△減少額）
現金及び現金同等物の期首残高

至　平成14年 9月30日

金　　額

自  平成14年 4月 1日 自  平成15年 4月 1日

前連結会計年度の

要約ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金　　額金　　額

自  平成14年 4月 1日
至　平成15年 3月31日至　平成15年 9月30日( ( (） ） ）
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（5）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社数   1 社 

株式会社アバール長崎 

（2）非連結子会社 

該当ありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

該当ありません。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ)たな卸資産 

製品・商品     先入先出法による原価法 

原 材 料     月次総平均法による原価法 

仕 掛 品     個別法による原価法 

貯 蔵 品     最終仕入原価法 

(ﾛ)有価証券 

その他有価証券 

ⅰ時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

        （評価差額は全部資本直入法によって処理し、売却原価は移動 

         平均法によって算定） 

ⅱ時価のないもの 移動平均法による原価法 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(ｲ)有形固定資産 

定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、

定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建  物  22 年～38 年 

(ﾛ)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  自社利用のソフトウェア  5 年 

（3）重要な引当金の計上基準 

(ｲ)貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率等により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 
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(ﾛ)賞与引当金 

支給見込額を基準として算定計上しております。 

(ﾊ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

(ﾆ)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく要支給額を計上しておりま

す。 

（4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（5）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５．中間連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書（連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書）における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっておりま

す。 

 

 



 

 
                      －14 － 

（6）中間連結財務諸表に対する注記事項 

 

1.中間連結貸借対照表関係 

（単位：千円） 

前中間連結会計期間末 
（平成 14 年 9 月 30 日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成 15 年 9 月 30 日現在） 

前連結会計年度末 
（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

1.有形固定資産の減価償却累計額    
1,193,461 

1.有形固定資産の減価償却累計額     
1,278,527 

1.有形固定資産の減価償却累計額       
1,246,366 

 

2.中間連結損益計算書関係 

 （単位：千円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成 14 年 4 月 1 日 自 平成 15 年 4 月 1 日 自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 9 月 30 日 至 平成 15 年 3 月 31 日 

1.販売費及び一般管理費中の主要な費 
目及び金額 

1.販売費及び一般管理費中の主要な費
目及び金額 

1.販売費及び一般管理費中の主要な費
目及び金額 

給与手当・賞与    162,435 給与手当・賞与    159,341 給与手当・賞与    355,487 

賞与引当金繰入額    26,788 賞与引当金繰入額    27,550 賞与引当金繰入額    21,050 
 広告宣伝費       13,840 広告宣伝費       13,886 広告宣伝費       25,537 

減価償却費       16,207 減価償却費       13,307 減価償却費       33,008 

租税公課         7,771 租税公課         7,024 租税公課        14,538 

研究開発費       263,742 研究開発費       217,307 研究開発費       489,030 

2.固定資産売却損の内訳 2.固定資産売却損の内訳 2.固定資産売却損の内訳 
 その他の有形固定資産  1,785 

     合 計           1,785 
 

3.固定資産除却損の内訳 3.固定資産除却損の内訳 3.固定資産除却損の内訳 
建  物                 3,571 
その他の有形固定資産  1,836 

合 計       5,407 

その他の有形固定資産  1,206 
     合 計           1,206 

建  物                 3,571 
その他の有形固定資産  2,850 
     合 計       6,421 

4.当連結会計年度の利益処分において 
  予定している特別償却準備金の取崩 
のうち当中間連結会計期間に対応す 
る額を課税所得相当額の算定に反映 
させております。 

4.       同 左 4.        

 

3.中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

（単位：千円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 9 月 30 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 9 月 30 日 

自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

1.現金及び現金同等物の中間期末残高と
中間連結貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 
現金及び預金勘定     718,802 
預入期間が 3 ヶ月を 
超える定期預金       △116,000 
有価証券勘定に含まれる 
ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ     10,027 
現金及び現金同等物     612,829 

1.現金及び現金同等物の中間期末残高と
中間連結貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 
現金及び預金勘定          980,742 
預入期間が 3 ヶ月を 
超える定期預金          △116,000 
有価証券勘定に含まれる 
ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ        10,030 
現金及び現金同等物       874,772 

1.現金及び現金同等物の期末残高と連結
貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係 
現金及び預金勘定    1,072,579 
預入期間が 3 ヶ月を 
超える定期預金         △116,000 
有価証券勘定に含まれる 
ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ        10,028 
現金及び現金同等物       966,607 

（  ） （  ） 

  ） （  ）（ 

（  ）

（  ）
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4.セグメント情報 

当中間連結会計期間（自平成 15 年 4 月 1 日至平成 15 年 9 月 30 日）、前中間連結会計期間（自平成 14 年 4 月 1

日至平成 14 年 9 月 30 日）及び前連結会計年度（自平成 14 年 4 月 1 日至平成 15 年 3 月 31 日） 

（1）事業の種類別セグメント情報 

連結グループは、産業用コンピュータ及び周辺装置の開発、製造、販売のみを行っており、単一の事業分

野での事業活動を行っているため、記載を行っておりません。 

（2）所在地別セグメント情報 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

（3）海外売上高 

海外売上高は連結売上高の１０％未満のため、その記載を省略しております。 

 



５．リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価  (1)リース物件の取得価額相当額、減価  (1)リース物件の取得価額相当額、減価
  償却累計額相当額及び中間期末残高   償却累計額相当額及び中間期末残高   償却累計額相当額及び期末残高相当
 　 相当額  　 相当額  　 額

取得価額 取得価額 取得価額 期末残高
相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

 (2)未経過リース料中間期末残高相当額  (2)未経過リース料中間期末残高相当額  (2)未経過リース料期末残高相当額
27,799 千円 14,053 千円 21,946 千円
20,429 千円 6,376 千円 10,835 千円
48,228 千円 20,429 千円 32,781 千円

 (3)支払リース料、減価償却費相当額及  (3)支払リース料、減価償却費相当額及  (3)支払リース料、減価償却費相当額及
    び支払利息相当額     び支払利息相当額     び支払利息相当額

19,312 千円 12,711 千円 35,298 千円
17,982 千円 11,584 千円 32,815 千円
759 千円 358 千円 1,297 千円

 (4)減価償却費相当額の算定方法  (4)減価償却費相当額の算定方法  (4)減価償却費相当額の算定方法

 (5)利息相当額の算定方法  (5)利息相当額の算定方法  (5)利息相当額の算定方法

11,436 5,527

中間期末
残高相当
額

中間期末
残高相当
額

その他の
有形固定
資 産

96,758 84,228 12,530

無形固定
資 産

同　左

 合 計

  支払リース料
  減価償却費相当額

  支払利息相当額

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし､
各期への配分方法については利息法
によっております｡

同　左

減価償却
累計額相
当 額

減価償却
累計額相
当 額

  支払リース料
  減価償却費相当額

  支払利息相当額

  支払リース料

5,908

減価償却
累計額相
当 額

前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成14年4月 1日
至 平成14年9月30日

自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日

当中間連結会計期間
自 平成15年4月 1日
至 平成15年9月30日

  減価償却費相当額

  支払利息相当額

１ 年 内
１ 年 超

１ 年 内
１ 年 超
 合 計

１ 年 超
 合 計

108,195 90,137 18,057 合　　計

130,851 107,881

無形固定
資 産

その他の
有形固定
資 産

22,970

11,436 4,765 6,671

124,622 36,071

10,106 8,404
無形固定
資 産

１ 年 内

160,693

18,510

179,203

その他の
有形固定
資 産

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。

同　左 同　左

合　　計 134,728 44,475 142,288 112,646 29,641合　　計

（ ）（ ） （ ）
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6．有価証券関係

（1）その他有価証券で時価のあるもの （1）その他有価証券で時価のあるもの （1）その他有価証券で時価のあるもの
（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

 ① 株   式 402,937 323,992 △ 78,945  ① 株   式 409,923 1,135,359 725,436  ① 株   式 411,173 737,166 325,993

 ② 債   券  ② 債   券  ② 債   券

  国債･地方債 － － －   国債･地方債 － － －   国債･地方債 － － －

  社  債 48,430 52,896 4,465   社  債 34,862 39,090 4,227   社  債 47,520 52,407 4,886

  その他 － － －   その他 － － －   その他 － － －

 ③ そ の 他 16,782 14,682 △ 2,100  ③ そ の 他 16,782 17,835 1,053  ③ そ の 他 16,782 12,744 △ 4,038

合  計 468,150 391,570 △ 76,579 合  計 461,567 1,192,284 730,717 合  計 475,475 802,318 326,842

(注)下落率が30～50％の有価証券の減損にあたっ (注)下落率が30～50％の有価証券の減損にあたっ (注)当連結会計年度において、その他有価証券で

    ては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間に     ては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間に     時価のあるものについて、株式1,764千円減

    おける最高値・最安値と帳簿価格との乖離状     おける最高値・最安値と帳簿価格との乖離状     損処理を行っております。

    況等保有有価証券の時価水準を把握するとと     況等保有有価証券の時価水準を把握するとと

    もに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベ     もに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベ       なお、下落率が30～50％の有価証券の減

    ースでの各種財務比率の検討等により信用リ     ースでの各種財務比率の検討等により信用リ     損にあたっては、個別銘柄毎に、当連結会

    スクの定量評価を行い、総合的に判断してお     スクの定量評価を行い、総合的に判断してお     計年度における最高値・最安値と帳簿価格

    ります。     ります。     との乖離状況等保有有価証券の時価水準を

    把握するとともに発行体の外部信用格付や

    公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検

    討等により信用リスクの定量評価を行い、

    総合的に判断しております。

（2）時価評価されていない主な有価証券 （2）時価評価されていない主な有価証券 （2）時価評価されていない主な有価証券
（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

12,000 2,000 2,000

10,027 10,030 10,028

22,027 12,030 12,028

7．デリバティブ取引関係

    当社及び連結子会社はデリバティブ取引は、全く行なっておりませんので該当事項はありません。

 ② マネー・マネージメント・ファンド

合  計

区　　　分

 前中間連結会計期間
（平成14年9月30日現在）

差 額

中間連結貸
借対照表計
上額

区　　　分

 ① 非上場株式（店頭売買株式を除く）

取得原価
中間連結貸
借対照表計
上額

区　　　分 取得原価
中間連結貸
借対照表計
上額

差 額

 ② マネー・マネージメント・ファンド

合  計合  計

区　　　分
中間連結貸
借対照表計
上額

 ① 非上場株式（店頭売買株式を除く）

 ② マネー・マネージメント・ファンド

差 額

区　　　分
連結貸借対
照表計上額

 ① 非上場株式（店頭売買株式を除く）

区　　　分 取得原価
連結貸借対
照表計上額

 当中間連結会計期間
（平成15年9月30日現在）

 前連結会計年度
（平成15年3月31日現在）
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５． 生産、受注及び販売の状況
(1) 生産実績 （単位：千円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　　　　　期　別 自  平成14年 4月 1日 自  平成15年 4月 1日 自  平成14年 4月 1日

　 品　目 至　平成14年 9月30日 至　平成15年 9月30日 至　平成15年 3月31日

金　　額 金　　額 金　　額

組込みモジユール 176,948 △ 37.9 249,109 40.8 418,959 △ 12.1

画像処理モジュール 52,640 5.9 101,008 91.9 130,855 54.6

計 測 通 信 機 器 51,198 11.6 72,040 40.7 123,429 54.4

小　計 280,786 △ 26.2 422,159 50.3 673,244 5.0

半導体製造装置関連 980,094 △ 25.3 857,620 △ 12.5 1,695,370 △ 5.7

産 業 用 制 御 機 器 220,252 △ 10.6 207,061 △ 6.0 594,838 △ 1.4

計 測 機 器 87,267 △ 58.4 494,611 466.8 232,185 △ 25.6

小　計 1,287,614 △ 27.2 1,559,294 21.1 2,522,395 △ 7.0

合　計 1,568,401 △ 27.0 1,981,453 26.3 3,195,639 △ 4.7

（注）1.金額は製造原価にて表示しております。
　　　2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2) 受注状況及び販売状況
 ① 受注高 　（単位：千円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　　　　　期　別 自  平成14年 4月 1日 自  平成15年 4月 1日 自  平成14年 4月 1日

　　 至　平成14年 9月30日 至　平成15年 9月30日 至　平成15年 3月31日

金　　額 金　　額 金　　額

半導体製造装置関連 1,246,845 5.3 943,215 △ 24.4 2,037,434 △ 1.4

産業用制御機器 321,839 △ 17.4 306,754 △ 4.7 721,777 16.8

計   測   機   器 128,523 64.0 844,206 556.8 480,220 208.2

　合　　計 1,697,208 2.7 2,094,176 23.4 3,239,432 14.1

 ② 受注残高 　（単位：千円）
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　　　　　期　別 自  平成14年 4月 1日 自  平成15年 4月 1日 自  平成14年 4月 1日

　　 至　平成14年 9月30日 至　平成15年 9月30日 至　平成15年 3月31日

金　　額 金　　額 金　　額

半導体製造装置関連 305,239 △ 0.6 174,508 △ 42.8 250,253 △ 3.8

産業用制御機器 116,516 △ 48.2 116,263 △ 0.2 79,343 △ 11.4

計   測   機   器 34,690 32.1 473,365 1,264.6 197,669 2,096.3

　合　　計 456,445 △ 18.2 764,137 67.4 527,266 47.0

③ 販売実績 （単位：千円）
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　　　　　期　別 自  平成14年 4月 1日 自  平成15年 4月 1日 自  平成14年 4月 1日

　 至　平成14年 9月30日 至　平成15年 9月30日 至　平成15年 3月31日

金　　額 金　　額 金　　額

組込みモジユール 302,813 △ 38.4 444,956 46.9 701,719 △ 12.0

画像処理モジュール 120,415 9.4 230,301 91.3 285,840 53.4

計 測 通 信 機 器 129,045 16.6 168,804 30.8 251,893 14.5

小　計 552,274 △ 22.5 844,062 52.8 1,239,453 3.0

半導体製造装置関連 1,201,824 △ 26.9 1,018,959 △ 15.2 2,047,400 △ 20.4

産 業 用 制 御 機 器 294,909 △ 32.0 269,834 △ 8.5 732,019 △ 8.2

計 測 機 器 102,833 △ 33.5 568,511 452.8 291,550 16.9

小　計 1,599,567 △ 28.3 1,857,305 16.1 3,070,971 △ 15.1
商
品 自社製品関連商品 245,042 57.0 117,439 △ 52.1 380,019 37.0

合　計 2,396,885 △ 22.7 2,818,808 17.6 4,690,444 △ 8.0

（注）1.金額は販売価格にて表示しております。
　　　2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

自
社
製
品

受
注
製
品

受
注
製
品

品　目

品　目

品　目

自
社
製
品

前年同期比（％）

前年同期比（％）

前年同期比（％）

前年同期比（％） 前年同期比（％）

前年同期比（％）

前年同期比（％）

前年同期比（％）

前期比（％）

前期比（％）

前期比（％）

前期比（％）

( ( )

( () )

( ( )

( ( )

( )

(

(
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平成平成平成平成 11116666 年年年年 3333 月期月期月期月期        個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要                            

                    
平成平成平成平成 11115555 年年年年 11111111 月月月月 18181818 日日日日

    

 
会 社 名 株式会社アバールデータ       登録銘柄    
コ ー ド 番 号 ６９１８                     本社所在地都道府県  東京都 
（ＵＲＬ http://www.avaldata.co.jp）   
代     表     者  代表取締役社長 嶋 村  清 
問合せ先責任者 総務部 ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｼﾞｬｰ 大関拓夫     ＴＥＬ(０４２)７３２－１０００ 
決算取締役会開催日 平成 15 年 11 月 18 日          中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日         －                   単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 
 

１．15 年 9 月中間期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績            （注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
 売 上 高 営業利益 経常利益 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

    百万円   ％ 
  1,824 (    3.2) 
  1,768 (△ 17.5) 

          百万円  ％ 
       43  (   －) 
  △ 123 (   －) 

百万円  ％ 
     65 (   －) 
 △ 101 (     －) 

15 年 3 月期   3,293 (△  6.1)   △ 206 (    －)  △ 165 (    －) 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

    百万円   ％ 
     78 (   －) 
 △   99 (     －) 

     円  銭 
     10  18 
 △  12  46 

15 年 3 月期  △  260 (    －)  △  32  81 
（注）1.期中平均株式数 15 年 9 月中間期 7,729,879 株 14 年 9 月中間期 7,991,229 株 15 年 3 月期 7,950,376 株 

2.会計処理の方法の変更 無 
3.売上高､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は､対前年中間期（対前年期）増減率。 

(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

円  銭 
    －  － 
    －  －  

    円  銭  
        
        

15 年 3 月期        3 円 00 銭 

 
  

(3)財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

        百万円 
   6,610 
   6,056 

百万円 
   5,588 
   5,332 

％ 
    84.5 
    88.1 

    円  銭 
   742  08 
   674  16 

15 年 3 月期    6,090    5,410     88.8    684  08 
 

（注）1.期末発行済株式数 15 年 9 月中間期 7,530,478 株 14 年 9 月中間期 7,910,478 株 15 年 3 月期 7,908,778 株 
      2.期末自己株式数    15 年 9 月中間期   534,064 株 14 年 9 月中間期   154,064 株  15 年 3 月期   155,764 株 

２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年４月１日～平成 16 年 3 月 31 日) 
１株当たり年間配当金  売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 期 末  

 
通     期 

百万円 
  4,000 

百万円 
     160 

百万円 
    170 

  円 銭 
 4    00 

円  銭 
    4  00 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）    22 円 57 銭  
上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後、様々な要
因によって大きく異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想の前提につきましては、添付資料の 6ページをご参照
ください。 
 



１．個別中間財務諸表等

（1)中間貸借対照表

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表

（平成14年9月30日現在） （平成15年9月30日現在） （平成15年3月31日現在）
金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％
Ⅰ　流 動 資 産

1. 現 金 及 び 預 金 445,675 723,267 840,918
2. 受 取 手 形 351,870 307,225 286,916
3. 売 掛 金 430,530 578,285 378,504
4. 有 価 証 券 24,804 10,030 24,925
5. た な 卸 資 産 1,053,801 899,307 908,395
6. 繰 延 税 金 資 産 32,469 52,396 33,506
7. 未 収 入 金 561,716 434,709 314,783
8. そ の 他 の 流 動 資 産 19,962 15,208 10,805
9. 貸 倒 引 当 金 1,317 891 958
流 動 資 産 合 計 2,919,514 48.2 3,019,538 45.7 2,797,798 45.9

Ⅱ　固 定 資 産
1. 有 形 固 定 資 産
(1) 824,886 774,922 798,489
(2) 1,274,398 1,264,798 1,274,398
(3) 123,779 101,915 109,151
有 形 固 定 資 産 合 計 2,223,063 36.7 2,141,636 32.4 2,182,040 35.8

2. 無 形 固 定 資 産 49,701 0.8 43,070 0.6 45,425 0.8
3. 投資その他の資産
(1) 552,133 1,358,854 952,880
(2) 252,469 － 55,145
(3) 60,644 48,773 58,819
(4) 1,423 1,423 1,455
投資その他の資産合計 863,824 14.3 1,406,204 21.3 1,065,390 17.5
固 定 資 産 合 計 3,136,589 51.8 3,590,911 54.3 3,292,855 54.1
資 産 合 計 6,056,104 100.0 6,610,450 100.0 6,090,654 100.0

　　　  　（単位：千円）

△

△

投 資 有 価 証 券

その他の投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

△

△

△

△

期　　別
科　　目

建 物
土 地
その他の有形固定資産

繰 延 税 金 資 産
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　　 　　 （単位：千円）
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表

（平成14年9月30日現在） （平成15年9月30日現在） （平成15年3月31日現在）
金　　額 構成比 金 　額 構成比 金　　額 構成比

（負 債 の 部） ％ ％ ％
Ⅰ　流 動 負 債
1. 支 払 手 形 208,290 161,632 125,596
2. 買 掛 金 183,217 311,498 203,912
3. 未 払 法 人 税 等 2,290 441 2,334
4. 賞 与 引 当 金 80,720 86,990 74,110
5. そ の 他 の 流 動 負 債 43,207 89,465 55,164
流 動 負 債 合 計 517,726 8.5 650,028 9.9 461,118 7.6

Ⅱ　固 定 負 債
1. 繰 延 税 金 負 債 － 166,628 －
2. 退 職 給 付 引 当 金 133,137 151,126 142,526
3. 役員退職慰労引当金 72,317 54,464 76,770
固 定 負 債 合 計 205,455 3.4 372,219 5.6 219,297 3.6
負 債 合 計 723,181 11.9 1,022,248 15.5 680,415 11.2

（資 本 の 部）

Ⅰ 2,354,094 38.9 2,354,094 35.6 2,354,094 38.7
Ⅱ

2,444,942 2,444,942 2,444,942
資 本 剰 余 金 合 計 2,444,942 40.4 2,444,942 37.0 2,444,942 40.1

Ⅲ
1. 利 益 準 備 金 86,674 86,674 86,674
2. 中間（当期）未処分利益 541,360 435,100 380,151
利 益 剰 余 金 合 計 628,034 10.4 521,774 7.9 466,825 7.7

Ⅳ 41,073 0.7 440,056 6.6 197,769 3.2

Ⅴ 53,075 0.9 172,667 2.6 53,394 0.9

資　　本　　合　　計 5,332,923 88.1 5,588,201 84.5 5,410,238 88.8

負 債 ・ 資 本 合 計 6,056,104 100.0 6,610,450 100.0 6,090,654 100.0

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

期 別期 別

科 目

△ △△△

△ △

△△
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（2）中間損益計算書
 （単位：千円）

自  平成14年 4月 1日

　　　科　目　　　　　　　　　 至　平成15年 3月31日

金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ　 1,768,023 100.0 1,824,557 100.0 3,293,714 100.0

Ⅱ　 1,428,193 80.8 1,381,708 75.7 2,610,042 79.3

339,829 19.2 442,848 24.3 683,671 20.7

Ⅲ 463,215 26.2 399,735 21.9 889,787 27.0

123,385 7.0 43,113 2.4 206,115 6.3

Ⅳ 27,270 1.6 24,914 1.4 45,303 1.4

Ⅴ 5,289 0.3 2,874 0.2 4,758 0.1

101,404 5.7 65,153 3.6 165,571 5.0

Ⅵ　 1,347 0.1 67,249 3.7 1,705 0.1

Ⅶ 5,159 0.3 9,990 0.6 71,166 2.2

税引前中間（当期）純利益（△損失） 105,216 5.9 122,412 6.7 235,032 7.1

2,290 2,290 4,580

7,899 5,609 0.3 41,446 43,736 2.4 21,202 25,782 0.8

99,606 5.6 78,675 4.3 260,815 7.9

640,967 356,425 640,967

541,360 435,100 380,151中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

特 別 損 失

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中間（当期）純利益（△損失）

前 期 繰 越 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

特 別 利 益

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益 （ △ 損 失 ）

売 上 高

前中間会計期間 当中間会計期間

至　平成14年 9月30日 至　平成15年 9月30日

前事業年度の要約損益計算書

自  平成14年 4月 1日 自  平成15年 4月 1日
　　　　　 　 期　別

( )  )(  )(

△ △

△

△

△ △

△

△

△

△

△ △

△ △

△ △

△△

△
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(3)中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）たな卸資産 

① 商品・製品    先入先出法による原価法 

② 原  材  料    月次総平均法による原価法 

③ 仕  掛  品    個別法による原価法 

④ 貯  蔵  品    最終仕入原価法 

（2）有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

ⅰ時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法によって処理し、売却原価は移動平均法に

よって算定） 

ⅱ時価のないもの  移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法）によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建  物  31 年～38 年 

（2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  自社利用のソフトウェア  5 年 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率等により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

（2）賞与引当金 

従業員（使用人兼務役員の使用人部分を含む）賞与の支給に充てるため、支給見込額を基準と

して算定計上しております。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

（4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく中間期末要支給額を計上して

おります。 
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４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動

負債「その他の流動負債」に含めて表示しております。 

 



（4）注記事項 

1. 中間貸借対照表関係 
  （単位：千円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

（平成 14 年 9月 30 日現在） （平成 15 年 9月 30 日現在） （平成 15 年 3月 31 日現在） 

1.有形固定資産の減価償却累計額 

               657,497 

1.有形固定資産の減価償却累計額 

              721,034 

1.有形固定資産の減価償却累計額 

              689,548 

2. 中間損益計算書関係 
  （単位：千円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成 14 年 4月  1 日 

至 平成 14 年 9月 30 日 

自 平成 15 年 4月  1 日 

至 平成 15 年 9月 30 日 

自 平成 14 年 4月  1 日 

至 平成 15 年 3月 31 日 

1.営業外収益の主要項目 

受取利息           311 

受取配当金         10,622 

仕入割引          1,368 

受取助成金            8,223 

1.営業外収益の主要項目 

受取利息           142 

受取配当金         12,736 

仕入割引          1,208 

受取助成金            2,429 

有価証券売却益              4,767 

1.営業外収益の主要項目 

受取利息           209 

受取配当金         10,681 

仕入割引          2,185 

受取助成金           19,240 

有価証券売却益        2,423 

2.営業外費用の主要項目 

有価証券評価損              5,074 

2.営業外費用の主要項目 

有価証券評価損              2,661 

2.営業外費用の主要項目 

有価証券評価損          4,543 

3.特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益      1,347 

3.特別利益の主要項目 

 投資有価証券売却益     67,150 

3.特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益      1,705 

4.特別損失の主要項目 

固定資産除却損       5,159 

 

4.特別損失の主要項目 

土地評価損            9,600 

 

4.特別損失の主要項目 

固定資産除却損        5,695 

退職特別加算金             63,674 

5.減価償却実施額 

有形固定資産        41,164 

無形固定資産        7,872 

5.減価償却実施額 

有形固定資産        35,822 

無形固定資産         6,384 

5.減価償却実施額 

有形固定資産        83,113 

無形固定資産        16,940 

（
 

 ）
 

（  ）
 
（  ）
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３．リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価  (1)リース物件の取得価額相当額、減価  (1)リース物件の取得価額相当額、減価
  償却累計額相当額及び中間期末残高   償却累計額相当額及び中間期末残高   償却累計額相当額及び期末残高相当
 　 相当額  　 相当額  　 額

取得価額 取得価額 取得価額 期末残高
相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

 (2)未経過リース料中間期末残高相当額  (2)未経過リース料中間期末残高相当額  (2)未経過リース料期末残高相当額
14,626 千円 7,430 千円 10,502 千円
13,806 千円 6,376 千円 9,553 千円
28,433 千円 13,806 千円 20,055 千円

 (3)支払リース料、減価償却費相当額及  (3)支払リース料、減価償却費相当額及  (3)支払リース料、減価償却費相当額及
    び支払利息相当額     び支払利息相当額     び支払利息相当額

11,941 千円 6,492 千円 20,665 千円
11,096 千円 6,043 千円 19,196 千円
484 千円 244 千円 829 千円

 (4)減価償却費相当額の算定方法  (4)減価償却費相当額の算定方法  (4)減価償却費相当額の算定方法

 (5)利息相当額の算定方法  (5)利息相当額の算定方法  (5)利息相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。

同　左 同　左

合　　計 73,481 26,819 66,443 47,724 18,718合　　計

無形固定
資 産

１ 年 内

81,790

18,510

100,301

その他の
有形固定
資 産

63,375 18,414

10,106 8,404

12,047

11,436 4,765 6,671

12,675 合　　計

55,006 42,959

無形固定
資 産

その他の
有形固定
資 産

１ 年 超
 合 計

47,938 35,262

  減価償却費相当額

  支払利息相当額

１ 年 内
１ 年 超

１ 年 内
１ 年 超
 合 計

前中間会計期間 前事業年度
自 平成14年4月 1日
至 平成14年9月30日

自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日

当中間会計期間
自 平成15年4月 1日
至 平成15年9月30日

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし､
各期への配分方法については利息法
によっております｡

同　左

減価償却
累計額相
当 額

減価償却
累計額相
当 額

  支払リース料
  減価償却費相当額

  支払利息相当額

  支払リース料

5,908

減価償却
累計額相
当 額

同　左

 合 計

  支払リース料
  減価償却費相当額

  支払利息相当額

11,436 5,527

中間期末
残高相当
額

中間期末
残高相当
額

その他の
有形固定
資 産

36,501 29,353 7,147

無形固定
資 産

（ ）（ ） （ ）
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